
平成23年 度 市民税・県民税について
今回の震災における減免については,平成22年 度の市民税・県民税の平成23年3月 分,4月 分,5月

分も対象となります。

仙台市が「半壊」以上の判定のり災証明を平成23年8月15日 までに発行した住宅に,平 成23年3月

1旧 現在でお住まいになっていた方のうち,①:り災証明書の申請者,②:① の申請者と同居の住宅の

所有者については,り災証明の内容に基づき減免を行いますので,減 免の申請は不要です。り災証明

の発行が平成23年8月16日 以降となる方は,滅免の申請が必要です。

また,損 害を受けた住宅の所有者と同居していたが,り災証明書の発行を受けていない方については,

減免の申請が必要です。(この場合,改 めてり災証明書の発行を申請していただく必要はありません。)

仙 台 市

東 日本大震災により被害を受けられました皆様に,謹 んでお見舞い 申 し上 げます。

また,日 頃 よ り市政 に ご理解,ご 協力 をいただき誠 にあ りが とうございます。

このたび,平 成23年 度市民税 ・県民税(住 民税)の 税額 を決定 いた しま したので,特 別 徴収税

額の決 定通知 書 をお送 りいた します。 なお,お 手数 をお か けいた します が,貴 事業所 の従 業員

の皆様 へ下記の事項をご周知 くだ さいます ようお願い申し上げます。

税額決定通知書,印 鑑,そ の他必要書類をご用意の上,財 政局法人税務課へご相談ください。

例年,6月 か ら翌年5月 までの年12回 の給与 引き落 としとな ってお りますが,今 年度 は

平成23年8月 か ら平成24年5月 まで の年10回 の給与引 き落 としとな ります.

O申 請手続きについて

納税通知書,印 鑑,そ の他必要書類をご用意の上,財 政局法人税務課へご相談〈ださい。

なお,減 免申請書は窓口に備え付けてあるほか,仙 台市の公式ホームページからもダウンロードする

ことができます。

⇒トップページ〉〈らしのガイド〉手続きと相談〉税金〉「東北地方太平洋沖地震」に伴う市税の取扱いに

ついて をご覧ください。

O申 請の期限について

減免の申請は,市 県民税の納期限(9月12日)ま でに行ってください。

(納期限までに申請を行うことが難しい場合には,ご 相談ください。)

(1回 あた りの税額 は多 くな ります が,年 税額 は変わ りませ ん。)

東 日本 大震災 によ り被害 を受けた方については,次 の よ うな税制上 の特例措 置などが

あ ります。

震災によって住宅や家財などに損害を受けた方は,その損害金額に基づき計算した金額を,

所得から控除することができます。
詳 しくは,P.2を ご覧 ください。

※ 減免の適用までには時間を要し,また受けた被害の程度等により滅免の対象とならない場合も

ございます。

減免が適用される場合,減 免の決定通知書を後 日改めて送付いたします。また,納 付済みの税額に

減免が適用される場合,そ の減免額分は,後 ほど還付いたします。

震災によって受けた被害の程度などに応じ,減免を受けられる場合があります。

詳 しくは,P.3～4を ご覧ください。

納期の特例を受けている事業所につきましては,平 成23年 度 の特別徴収税額 の第1回 目の

納期は,平 成23年12月12日 となります。期間は8月 分から11月 分 の4カ 月分が対象となります。

第2回 目の納期は,平 成24年6月11日 となります。期 間は12月 分から5月 分の6か 月分が対象

となります。

市 民税 ・県民税に係る給与支払報告や特別徴収関連手続きが,イ ンター ネ ッ トを通 して

行 えます。

r給与支払報告書 ・特別徴収 に係 る給与所得者異動届出書」や 「特別徴収切替届出書」

の提出にも対応 してお ります。ご利用にあた り必要となる手続 き等群 細はエルタックス

ホームページをご参照 ください。(http://www.eltax」p/)

◆仙台市震災対応市税コールセンター設置のお知らせ

震災により住宅等に被害を受けた方を対象 とした,市 県民税 と固定資産税の減免制度等

をご案内するコールセンターを設置いた しま した。

電話番号:022-723-1596受 付 時間:8:30～17:00

開設期 間:平 成23年7月1日 か ら10月28日 までの平 日(7月 の16日,23日,30日 は開設)

◆個別の課税の内容についてのお問い合わせ先

仙台市財政局税務部法人税務課

住 所 〒980-0802

宮城県仙台市青葉 区二 日町6番12号

MSビ ルニ 日町3階(仙 台市二 日町第二仮庁舎3階)

電話番号022-214-1009受 付時間8:30～17:00(土 日祝祭日を除く)



震災によって,住宅や家財などに損害を受けた方は,そ の損害金額に基づき計算した金額を所得

から控除する,雑損控除の制度の適用を受けることができます。

震災で被災された方は,この制度を平成24年 度(平成23年 分の所得)について適用するか,又 は

特例として平成23年 度(平成22年 分の所得)について適用するか,い ずれかを選択することができます。

対象となる資産の範囲

控除額の計算方法

参考事項

申告の方法

生活 に通常必要な資産

(棚卸 資産や事 業用 の固定資産,山 林,生 活に通 常必要でない資産(注)は 除

かれます。)

(注)「生活に通常必要でない資産」とは,別 荘や競走馬,1個 又は1組 の価額が30万 円

を超える貴金属,書 画,骨 とう等をいい、これらの資産についての災害等による損

失は雑損控除の対象とはなりませんが,平 成23年 中か平成24年 中に総合課税の

譲渡所得があれば,そ の所得から控除できます。

雑損控除として控除できる金額は,次 の二つのうち,いずれか多い方の金額

です。

(1)(差 引損失額)一(総 所得金額等)×10%

(2)(差 引損失額のうち災害関連支 出の金額)-5万 円

※「差引損失額」とは,損 害金額から保険金などによって補てんされる金額を

控除したものです。

※「災害関連支出」とは,災 害により滅失した住宅や家財を除去するための

費用,災 害により生じた障害物を除去するための支出,原 状回復のため

の費用等です。

※住宅や家財,車 両について個々に損失額を計算することが困難な場合に

は,便 宜的に簡便な計算方法により計算することができます。

その年の所得金額から控除しきれない控除額は,翌 年以後5年 間に繰り越し

て,各 年の所得金額から控除できます。

(1)税務署で所得税の確定申告や更正の請求の手続き行った場合
⇒市県民税にもその申告内容が反映されますので、改めて市県民税の申告

を行う必要はありません。
※平成22年分の所得税において震災に係る雑損控除の特例の適用を受ける方

で,平成23年度の市県民税においては雑損控除の特例の適用を受けず,平成

24年度の市県民税において雑損控除の適用を受けることを希望する場合には,

市県民税の申告を行う必要があります。

(2)所得税で災害減免法による軽減免除を適用する旨の申告を行った場合
⇒市県民税において雑損控除の適用を受ける場合には,市 県民税の申告を

行う必要があります。

(3)所得税で確定申告をする必要がない場合
⇒市県民税において雑損控除の適用を受ける場合には,市 県民税の申告を

行う必要があります。

税務署では,こ のたびの震 災により住宅や家財などに損 害を受けた方が所得税 の軽減 や免 除を受ける

場合の手続きなど,震 災に関連 する国税のご相談をお受 けする専用1話 窓 口を設置 しています。

所轄又は避難先の最寄 りの税務署に電話をおかけいただき,自 動音声の番号 案内に従 って「o番」をご

選択ください。専用 窓 口におつなぎいたします。

また,国 税庁ホームページ(http://www.nta.go.lp/)で は,震 災により被害を受けた方 の申告 ・納税等に

関するパンフレットや各種 手続に使用する様式などを掲載 していますので,ご 利用ください。

◆お問い合わせ先

仙台北税務署(TESO22-222-8121).仙 台中税務署(TESO22-783-7831),仙 台南税務署(TESO22-306-:11)

震災によって被害を受けた方は,次 のような減免を受けられる場合があります。

減免を受けるには申請が必要です。

納税通知書,印 鑑,(震 災により障害者となった方は,障 害者手帳)をご用意の上,財 政局法人税務課へ

ご相談ください。

震災により所有する住宅又は家財に一定割合以上の損害を受けた場合で,前 年中の合計所得金額

(注)が1000万 円以下の方は,減 免の対象となる場合があります。

(注)「前年中の合計所得金額」・6・前年中の収入が給与収入のみであった方については,今 回お送りした,税 額決定通知書の
「総所得金額」欄に掲載されている金額です。

※ … 「住宅」とは,本 人又は本人と生計を一にする配偶者その他の親族が常時居住する住宅をいいます。

常時居住しない別荘のような住宅は該当しません。

※ … 「家財」とはs本 人又は本人と生計を一にする配偶者その他の親族の日常生活に通常必要な家具,什 器,衣

服,書 籍,通 勤などに使用する自家用車その他の家庭用動産をいいます。

家財に損害を受けた場合の「損害割合」の判定においては,所有している家財全体の価額から判定すること

となります。

*1… 納税義務者が居住していた住宅について「大規棋半壊」以上のり災証明の判定が出たことで認定を行います。

*2… 納税義務者が居住していた住宅について「半壊」以上のり災証明の判定が出たことで認定を行います。

O減 免の申請手続きについて

仙台市が「半壊」以上の判定のり災証明を平成23年8月15日 までに発行した住宅に,平成23年3月11日 現在でお住

まいになっていた方のうち,①:り 災証明の申請者,②:① の申請者と同居の住宅の所有者については,り災証明の

内容に基づき減免を行いますので,減 免の申請は不要です。り災証明の発行が平成23年8月16日 以降となる方は,

減免の申請が必要です。

また,損 害を受けた住宅の所有者と同居していたが,り災証明書の発行を受けていない方については,減 免の申

請が必要です。(この場合,改 めてり災証明書の発行を申請していただく必要はありません。)

なお、居住していた住宅には大きな損害がなかったものの,所 有する家財に大きな損害を受けた場合(所有してい

る家財全体の価額に対し,20%以 上の損害が発生した場合)など,住宅と家財の損害程度に開きがある方は,財 政

局法人税務課へご相談ください。
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この度の東日本大震災により被災された皆様に、心からお見舞い申し上げます。

東日本大震災(以 下 「大震災」といいます。)に より被災された方については、所得税に

関して、次のような税制上の措置があります。

このほか大震災により事業用資産や棚卸資産などに被害を受けた方については、『東日本

大震災により被害を受けられた個人事業者の方へ』 をご参照ください。
(注)「東日本大震災」とは、平成23年3月11日 に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所
の事故による災害をいいます。

【所得税以外の税制上の措置】

大震災により申告 ・納付等を期限までにできない方は、その期限が延長されます。

これには、地域指定による延長と個別の申請による延長があります。

① 地域指定による延長

青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の納税者の方は、平成23年3月11日 以降に到来

する全ての国税の申告 ・納付等の其那艮が延長されています(お 手続きは必要ありません。)。

なお、延長後の期限は、別途国税庁ホームページ等でお知らせします。

(注)平 成22年 分の所得税、個人事業者の消費税及び地方消費税などの申告・納付期限が延長されています。

② 個別の申請による延長

上記①以外の地域の納税者の方についても、「災害による申告、納付等の期限延長申請書」を税

務署に提出することにより、災害がやんだ日(注}から2か 月以内の範囲で申告 ・納付等の期限が延

長 され ます。

(注)「災害がやんだ日」とは、申告 ・納付等をするのに差 し支えないと認められる程度の状態になった日をいい

ます。

このパンフレットに関するご質問 ・ご不明な点がございましたら、最寄りの税務署にお気軽にお問い合わ

ぜください(4ペ ージの 「お手続きのサポートのご案内」をご参照ください。)。

平成23年4月 国税局 ・税務署
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大震災により住宅や家財などに損害を受けた方は、①損害金額に基づき計算した金額を所得から

控除する方法(所 得税法に基づく 「雑損控除」といいます。)、② 「災害減免法」に定める税金の軽

減免除による方法のどちらか有利な方法で、所得税の軽減又は免除を受けることができます。

なお、大震災により被害を受けた方については、平成22年 分又は平成23年 分のいずれかの年

分を選択 して、これらの軽減等の措置を受けることができます。

(注)「生活に通常必要でない資産」とは、別荘や競走馬、1個 又は1組 の価額が30万 円を超える貴金属、書画、

骨とう等をいい、これらの資産についての災害等による損失は雑損控除の対象とはなりませんが、その年か翌

年に総合課税の譲渡所得があれば、その所得から控除できます。

雑損控除の計算において、住宅や家財、車両について個々に損失額を計算することが困難な場合には、「損

失額の合理的な計算方法」により計算することができます。『東日本大震災により被害を受けられた方へ(雑

損控除における 「損失額の合理的な計算方法」)』 をご参照ください。

(注)1.ご 用意いただく書類などの説明もございますので、税務署へ相談にお越 しになる前にお電話ください。

2.被 災されて上記の書類などをお持ちでない方は税務署にご相談ください。

3.上 記のお手続きには、それぞれ期限があります。

一2一



ご参考(所 得税の軽減等措置の適用関係)

平成22年 分

【平成22年 分】

所得税の
軽減等措
置を適用
する年分
を選択

【平成23年 分】 【平成24年 分以後】

確定申告等で
雑損控除を
選択

平成22年
分で控除し

きれない損
失額がある

か。

確定申告等で
災害減免法に
よる軽減免除
を選択

NO

YES 確定申告で
雑損失の繰
越控除

申請により源泉所

得税の徴収猶予

平成23年 分以後の軽減等
の措置は受けられません。

平成23年
分で控除し

きれない損
失額がある

か。
NO

YES
最長平成
27年 分ま
で雑損失
の繰越控
除力呵能

平成24年 分以後の軽減等の
措置は受けられません。

L_」L鯉 乙き_____」

確定申告で
雑唄控除を
翻

)

)

平成23年

分で控除し

きれない損
失額がある

か。

YES
)
最長平成

28年 分ま

で雑損失
の繰越控

除力i」能
23年 分

▼

▲

→

→

申請により源泉

所得税の徴収猶
予 ・還付

一 確定申告で
災害減免法
による軽減
免除を選択

NO

▼

平成24年 分以後の軽減等
の措置は受けられません。

3.源 泉所得税の徴収猶予 ・還付

大震災により住宅や家財などに損害を受けた方で、雑損控除(2ペ ージの 「2.所 得税の軽減又

は免除」をご参照ください。)の 適用を受けようとする方又は住宅や家財の損害の割合が50%以 上

であり平成23年 分の所得金額が1,000万 円以下になると見込まれる方は、申請に基づき、平成

23年 中に支払を受ける給与等 ・公的年金等 ・報酬料金について、源泉所得税の徴収猶予や既に徴収

された源泉所得税の還付を受けることができます。

ただし、大震災による損害につき、平成22年 分の雑損控除の適用を受けた方で繰り越される雑

損失がない方又は平成22年 分の災害減免法による所得税の軽減免除の適用を受けた方は、源泉所

得税 の徴収猶予や還 付は受 けられ ませ ん。

(注)源 泉所得税の徴収猶予や還付を受けた方は、年末調整の対象とならないため、確定申告で雑損控除や災害減

免法による所得税の軽減免除の適用を受けることにより精算することになります。

4.住 宅借入金等特別控除の特例

大震災により住宅借入金等特別控除の適用を受けていた住宅について居住できなくなった場合に

ついても、その住宅に係る住宅借入金等特別控除の残りの適用期間について、引き続き、住宅借入

金等特別控 除の適用 を受 ける ことがで きます。

(注)年 末調整で住宅借入金等特別控除の適用を受けていた方(給 与所得者の方)は 、引き続き、年末調整で控除

を受けることができます。年末調整によって控除を受ける場合の 「給与所得者の住宅借入金等特別控除申告書

(兼証明書)」をお持ちでない方は、最寄りの税務署で再発行いたします。

5.財 産形成住宅(年 金)貯 蓄の利子等の非課税

大震災で被害を受けたことにより、平成23年3月11日 から平成24年3月10日 までの間に

勤労者財産形成住宅貯蓄又は勤労者財産形成年金貯蓄の払出しを受ける方は、住宅の取得等以外の

目的で払い出す場合であっても、払出しの際、税務署に申請し発行を受けた書類を金融機関に提出

することで、これらの貯蓄の利子等については課税されません。

なお、この措置が始まる前に大震災によって被害を受けたことにより、住宅の取得等以外の目的

で払出しを受け、利子等につき所得税が徴収された方は、還付請求をすることにより、徴収された

所得税の還付を受けることができます。
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大震災により財産に相当な損失を受けた方や国税を一時に納付することが困難な方については、

税務署に 「納税の猶予申請書」を提出し、その承認を受けることにより、次の期間について納税の

猶予を受けることができます。

① 損失を受けた日に納期限が到来していない国税

猶予の対象となる国税

損失を受けた日以後1年 以内に納付すべき国税

猶予期間

納期限から1年 以内

(注)1.災 害がやんだ日から2か 月以内に申請することが必要です。

2.こ の猶予を受けても、なお納付することが困難と認められる国税こついてば 下記2の 魑予を受けること力艶きます。

② 既 に納 期限の 到来 している国税

猶予の対象となる国税
一時に納付することが困難と認められる国税

猶予期間

原則として1年 以内

(注)上 記猶予期間中にやむを得ない理由によって納付することが困難な場合は、さらに1年 間、猶予期間の延

長を受けることができます。

所轄税務署から予定納税額を通知された方で、大震災により事業用資産や住宅家財などに損害を

受け、平成23年6月30日 の現況で計算 した申告納税見積額が、予定納税額の通知書に記載され

た予定納税基準額に満たないと見込まれるときは、予定納税額の減額を申請することができます。

予定納税額の減額を申請する方は、「予定納税額の減額申請書」を、7月15日 までに税務署に提出

してください。なお、この申請書の提出期限についても、期限延長の対象となります(1ペ ージの

「1.申 告 ・納付等の期限延長」をご参照ください。)。

～ 見 舞金等 を受 け取 られた場合について ～

個人又は法人から見舞金や災害義援金を受け取られた場合には、その見舞金等がその受贈者の社会的地

位、贈与者との関係などに照らし社会通念上相当と認められるものについては、贈与税及び所得税の課税

の対象とはなりません。

お手続きのサポ 一トのご案内

7電 話相 談 ・税務 署窓口での ご相談

このパ ンフ レッ トのお手続きの内容や期限な どに関 し、ご質問 ・ご不明な点がございま したら、最

寄 りの税務署にお気軽 にお問い合わせください(住 所地の所轄税務署以外の税務署でも、ご相談を受

け付けて います。)。

税務署窓 口でのご相談は、お待ちいただくことなくご相談に対応で きるよう、お電話等で事前に相

談 日時等をご予約いただいています。

ご予約の際には、お名前 ・ご住所 ・ご相談内容等をお伺いいた します。

【電話相談 ・税務署開庁時間/午 前8時30分 ～午後5時(土 日祝、年末年始(12/29～1/3)を 除く)】

(注)1.仙 台国税局、関東信越国税局及び東京国税局管内の税務署に電話をおかけになる場合には、自動

音声案内にしたがって専用番号 「0(ゼ ロ)」 を選択 してください(そ れ以外の国税局管内の税務

署の場合は 「1」番を選択 してください。)。

2.大 震災の影aに より、一部、仮庁舎で執務を行っている税務署があります。また、大変多くの納

税者の方が還付手続をされることが予想されるため、還付金のお支払いまで時間がかかる場合があ

ります。皆様には大変ご不便をおかけいたしますが、ご理解の程よろ しくお願いいた します。

げ 国税庁 ホームペ ージ 【www.nta.go.jp】

国税庁ホームページには、大震災により被害 を受けた方の申告 ・納税等 に関する各種パ ンフレッ ト、

各種手続に使用する様式などを掲載 しています。

また、大震災の影響に伴う税務署の執務の状況等をお知らせ しています。

※ このほか、大 震災への対応(各 府省庁等の震 災関連情 報)に ついては、首相官邸ホ ームペ ージ

(www.kantei.go.jp/saigai)を ご覧ください。
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所03

東日本大震災により被害を受けられた方へ
(雑損控除における 「損失額の合理的な計算方法」)

この度の東日本大震災により被災された皆様に、IVIからお見舞い申し上げます。

雑損控除の適用において、東日本大震災により被害を受けた住宅や家財、車両の損失額は、その

損失の生じた時の直前におけるその資産の価額を基として計算することとされていますが、損害を

受けた資産について個々に損失額を計算することが困難な場合には、次の 「損失額の合理的な計算

方法」により計算していただいてよいこととしています。

1.住 宅に対する損失額の計算

① 取得価額が明らかな場合
住宅の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの期間の減価償却費の額の合計額を差

し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とします。

損失額=(取 得価額 一 減価償却費)× 被害割合

(注)1.減 価償却 費の計算は、次の とお りです(以 下同 じです。)。

減価償却費=取 得価額 ×0.9× 償却率 × 経過年数(侮 繍硝鮒、6朋上は鳳6月耕醐膳て討。)

なお、償却率は裏面の参考 「住宅 ・自動車の償却率(旧 定額法)」 をご参照ください。

2.保 険金、共済金及び損害賠償金等で補てんされる金額がある場合には、その金額を差し引いた

後の金額が損失額となります(以 下同 じです。)。

3.被 害割合については、被害状況に応 じて、裏面の別表3「 被害割合表」により求めた被害割合

とします(以 下同じです。)。

4.損 失額には、損害を受けた住宅等の原状回復費用(修 繕費)が 含まれます(以 下同 じです。)。

② 取得価額が明らかでない場合

住宅の所在する地域及び構造の別によ り、裏面の別表1「 地域別 ・構造別の工事費用表」によ り求

めた住宅の12m当 た りの工事費用に、その住宅の総床面積(事 業用部分を除 く。)を乗 じた金額から、

その取得の時から損失を生 じた時までの期 間の減価償却費の額の合計額を差 し引いた金額 に、被害割

合 を乗 じた金額 とします。

損失額:=〔(1r㎡ 当たりの工事費用 × 総床面積)一 減価償却費〕× 被害割合

(注)別 表1「 地域別 ・構造別の工事費用表」について、該当する地域の工事費用が全国平均を下回る場

合のその地域の工事費用については、全国平均の工事費用として差 し支えありまぜん。

2.家 財に対する損失額の計算(生 活に通常必要な動産で、3に 該当するものを除きます。)

① 取得価額が明らかな場合
各家財の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの期間の減価償却費の額の合計額を

差し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とします。

損失額=(取 得価額 一 減価償却費)× 被害割合

② 取得価額が明らかでない場合

家族構成等の別により裏面の別表2「 家族構成別家財評価額」により求めた家族構成別家財評価額

に、被害割合を乗じた金額とします。

損失額=家 族構成別家財評価額 × 被害割合

3.車 両に対する損失額の計算

生活に通常必要な車両に限り、その車両の取得価額から、その取得の時から損失を生じた時までの期

間の減価償却費の額の合計額を差し引いた金額に、被害割合を乗じた金額とします。

損失額=(取 得価額 一 減価償却費)× 被害割合

(注)車 両は、生活に通常必要な資産と認め られる場合に、雑損控除の対象となります。

生活に通常必要であるかどうかについては、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族が、

専 ら通勤に使用 しているなど、車両の保有目的、使用状況等を総合勘案 して判断することにな ります。

平成23年4月 翰 国税局 ・税務署



地域別 ・構造別の工事費用表(1㎡ 当た り) 家族構成別家財評価額

(注)大 人(年 齢18歳 以上)1名 につき130万 円

を、子供(年 齢18歳 未満)1名 につき80万

円を加算 します。

(注)こ の他の都道府県については、最寄りの税務署にお問い合わせください。
参考:「 建築統計年報 平成22年 度版」(国 土交通省総合政策局情報安全 ・調査課建設統計室)を 基に国税庁で計算

被害割合表

(注)車 両に係る被害割合については、上記を参考に、例えば、津波による流出で 「補修を加えても再び使用できない場合」

には被害割合100%と するなど、個々の被害の状況を踏まえ適用します。

住宅の償却率(旧 定額法) 自動車の償却率(旧 定額法)

(注)1.耐 用年数は、通常の耐用年数を15倍 したものとなっています。

2.上 記以外の資産の償却率については、税務署にお問い合わせください。

このパ ンフレットの記載内容などに関 し、ご質問 ・ご不明な点がございましたら、最寄りの税務署にお

気軽にお問い合わせください(住 所地の所轄税務署以外の税務署でも、ご相談を受け付けています。)。

また、国税庁ホームページに雑損控除の金額の計算システムを掲載する予定です(平 成23年5月2週

を予定)。
※ このパンフレットのほか、『東日本大震災により被害を受けられた方へ(所 得税関係)』 もご参照ください。



東 日本 大 震 災 に関 す る 業 務 関連 の記 録

法 人 事 務 局 庶 務 部 人 事 課

平成24(2012)年6月

1.東 北学院大学 ・学校法人東北学院から発信された文書等

(D各 種連絡事項

(2)緊 急対策会議関連(メ モの記述あり)

(3)東 北学院大学の復興に向けた全学の集い

2.人 事課か ら発信 した文書等

(1)共 済事務の取 り扱い等

3.人 事課が所管する業務関連の文書

(D退 職者辞令交付式

(2)大 学及び中学校 ・高等学校組合あて文書

4.日 本私立学校振興 ・共済事業団関連の文書

5.各 行政機関関連の文書

※各項 目番号 ごとに 「ふせん」 を付 してあ ります。


